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『Ｈ２６年分国外財産調書状況 総財産額３兆１,１５０億円』 
 

 国税庁はこのほど、平成２６年分（平成２６年１２月３１日分）の国外財産調書の提出状況を発表した。 

 近年、国外財産の保有が増加傾向にある中で、国外財産に係る所得税や相続税の課税の適正化

が喫緊の課題となっていることから、国外財産の保有者からその保有する国外財産について申告し

てもらう仕組みとして、国外財産調書の提出制度が創設され、平成２６年１月から施行されている。内

訳は以下のとおり。 

 （１）総提出件数：８，１８４件※東京局５，３８２件（６５．８％）、大阪局１，０５４件（１

２．９％）、名古屋局６３２件（７．７％）、その他１，１１６件（１３．６％） 

 （２）総財産額：３兆１，１５０億円※東京局２兆３，５０１億円（７５．４％）、大阪局

３，６３７億円（１１．７％）、名古屋局１，６４８億円（５．３％）、その他２，３６４億円

（７．６％） 

 （３）財産の種類別総額・財産の種類総額構成比：有価証券１

兆６，８４５億円（５４．１％）、預貯金５，４０１億円（１７．３％）、建物

２，８４１億円（９．１％）、貸付金１，１６４億円（３．７％）、土地１，０６８億円（３．４％）、

上記以外の財産３，８３１億円（１２．４％）。 

『本人交付用の源泉徴収票等 個人番号の記載不要に』 
 

  このほど所得税法施行規則等が一部改正され、本人交付用の税務関係書類９種類について、記載

事項から「個人番号」が除かれることとなった。これまでは、従業員らの住宅ローン等の所得証明のた

めに企業が交付する「給与所得の源泉徴収票」に記載された本人や控除対象配偶者の個人番号に

は、その都度マスキング等を行う必要があった。しかし、関係民間団体等から事務コストや情報流出の

リスクの増加について懸念の声があったと見られる。 

 同改正は記載を禁じてはおらず、記載の要望があればそれに応じることもできるが、そのままでは金

融機関等への提出が認められないため結局はマスキング等をしなければならない。既に企業側が自

社でマスキング等できるシステムを構築している場合は、その継続も可能。なお、税務署提出用には従

来通り、番号の記載が必要である。 

 記載が不要となる税務関係書類：１）給与所得の源泉徴収票 ２）退職所得の源泉徴収票 ３）公的

年金等の源泉徴収票 ４）配当等とみなす金額に関する支払通知書 ５）オープン型証券投資信託収

益の分配の支払通知書 ６）上場株式配当等の支払に関する通知書 ７）特定口座年間

取引報告書 ８）未成年者口座年間取引報告書 ９）特定割引債の償還金の支払通知書 
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